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調査計画 

 

１ 調査の名称 

  法人企業景気予測調査 

 

２ 調査の目的 

   本調査は、我が国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状及び今

後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

(１) 地域的範囲 

全国 

(２) 属性的範囲 

資本金、出資金又は基金（以下、資本金という）１千万円以上の法人企業（本邦に本店を有

する合名会社、合資会社、合同会社及び株式会社並びに本邦に主たる事務所を有する信用金

庫、信用金庫連合会、信用協同組合、信用協同組合連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林

中央金庫、信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会、信用水産加工業協同組合連合

会、生命保険相互会社及び損害保険相互会社）。 

なお、「金融業、保険業」及び「電気・ガス・水道業」については資本金１億円以上の法人企業 

 

４ 報告を求める者 

(１) 数 

約１４，４００（母集団数：約９６万） 

(２) 選定の方法（■全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

法人企業統計調査名簿から業種別、資本金規模別に無作為抽出（ただし、資本金規模30億円以上

は全数） 

※ 詳細は別添１ 標本抽出の方法を参照 

  

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(１) 報告を求める事項 

① 判断調査項目（現状、見通し） 

ア 貴社の景況 

イ 貴社の景況判断の決定要因 

ウ 国内の景況 
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エ 生産・販売などのための設備 

オ 従業員数 

カ 今年度における設備投資のスタンス（4-6月期） 

キ 今年度における資金調達方法（4-6月期） 

ク 今年度における設備投資の対象（7-9月期） 

ケ 【トピック項目】（7-9月期） 

コ 今年度における設備投資のスタンス（10-12月期） 

タ 今年度における経常利益の要因（10-12月期） 

チ 今年度における設備投資計画（方針）と実績見込みのかい離の理由（1-3月期） 

ツ 今年度における利益配分のスタンス（1-3月期） 

② 計数調査項目 

企業収益（実績、実績見込み、見通し） 

ア 売上高 

イ 経常利益 

ウ うち受取配当金 

設備投資（年度）（実績、実績見込み、計画） 

エ 新規設備投資額 

オ うち土地購入額 

カ ソフトウェア投資額 

設備投資（四半期）（実績、実績見込み） 

キ 設備投資額（新規設備投資額から土地購入額を除き、ソフトウェア投資額を含む） 

(２) 基準となる期日又は期間 

毎年５月、８月、１１月、２月のそれぞれの１５日現在 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

(１) 調査組織 

財務省 － 財務(支)局・沖縄総合事務局（財務事務所・出張所を含む）－ 報告者 

(２) 調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

① 調査票の配付 

ア 郵送調査 

   財務省が報告者に対して紙面調査票を郵送配付する。 

イ オンライン調査 

報告者は財務省から連絡するＩＤ、初期パスワード及びＰＩＮコードを利用して、政府統計共

同利用システムから電子調査票を取得する。 

なお、初期パスワードは最初にシステムへログインした際に、必ず変更しなければならず、変
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更後のパスワードは財務省でも分からないシステム設計となっている。さらに、電子調査票をシ

ステムからダウンロードする際には、ＰＩＮコードを入力しなければならない設計としており、

二重のセキュリティーとなっている。 

② 調査票の提出 

ア 郵送調査 

報告者は、紙面調査票に所定の事項を記入し、郵送にて財務(支)局・沖縄総合事務局に提出す

る。 

イ オンライン調査 

報告者は、電子調査票に所定の事項を入力し、政府統計共同利用システムにて財務省に提出す

る。 

③ 民間事業者 

調査票の封入封緘、調査票データの入力、未回収法人への電話督促、システムの運用・保守業務

については、民間事業者へ委託する。 

 

７ 報告を求める期間 

(１) 調査の周期 

四半期（平成31年4-6月期調査以降） 

(２) 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

    （4-6月期調査） 4月下旬～ 5月下旬 

    （7-9月期調査） 7月下旬～ 8月下旬 

    （10-12月期調査）10月下旬～11月下旬 

    （1-3月期調査） 1月下旬～2月下旬 

 

８ 集計事項 

別添２ 集計事項のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

(１) 公表の方法 

インターネット（財務省ホームページ、内閣府ホームページ及びｅ-Ｓｔａｔ）及び印刷物によ

り公表する。 

(２) 公表の期日 

  （4-6月期調査） 6月中旬まで 

（7-9月期調査） 9月中旬まで 

（10-12月期調査）12月中旬まで 

（1-3月期調査） 3月中旬まで 
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10 使用する統計基準 

報告者の抽出に当たって、日本標準産業分類に準拠した業種分類（原則として、製造業は中分類、非

製造業は大分類）を使用する。 

また、集計結果の表示に当たっては、当該業種分類を一部集約して使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

(１) 調査票情報の保存期間 

・記入済み調査票：３年 

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：常用 

（２）保存責任者 

   財務省財務総合政策研究所調査統計部長 
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法人企業景気予測調査 標本抽出の方法 
 
 
１．標本抽出の方法 

法人企業景気予測調査の標本抽出は、毎年度、「法人企業統計四半期別調査」（以下「季報」という。）

の調査対象法人を、資本金規模別・業種別に層化して、以下の方法により行う。 

（1）一般業種（「金融業、保険業」を除いた業種） 

季報の標本を、資本金階層７区分、業種 45 区分に層化し、資本金 30 億円未満の階層は等確率

系統抽出、資本金 30億円以上の階層は全数抽出とする。 

（2）金融業、保険業 

季報の標本を、資本金階層４区分に層化し、資本金 30億円未満の階層は等確率系統抽出、資本

金 30億円以上の階層は全数抽出とする。 

 

２．調査対象法人の配分 

（1）一般業種（「金融業、保険業」を除いた業種） 
資本金規模別の季報に対する割合等は表１のとおりとする。 

なお、５億円未満の各階層の抽出にあたり、結果表章業種毎の標本法人数が 30 社に満たない場合

は、標本法人数を 30社（母集団又は季報標本が 30社未満の場合は、母集団又は季報の標本法人数）

とする。 

表１ 資本金規模別の季報に対する割合等 

資本金規模 
中小企業 中堅企業 大企業 

1～2千万 2～5千万 5～10千万 1～5億 5～10億 10～30億 30億以上 

季報に対する割合 50 % 50 % 50 % 30 % 50 % 50 % 100 % 

標本法人数 2,100 2,100 1,500 3,000 800 1,300 2,700 

※１ 資本金「１～５億円」の階級は残標本としており、当該階級の「季報に対する割合」は目安の数値。 

※２ 「季報に対する割合」、「標本法人数」は、目安の数値。 

※３ 季報では、資本金「５億円以上」の法人は全数調査。 

（2）金融業、保険業 
資本金規模別の季報に対する割合等は表２のとおりとする。 

なお、中小企業（１千万～１億円）は調査対象としない。 

表２ 資本金規模別の季報に対する割合等 

資本金規模 
中堅企業 大企業 

1～5億 5～10億 10～30億 30億以上 

季報に対する割合 10 % 50 % 50 % 100 % 

標本法人数 100 150 150 500 

※１ 資本金「１～５億円」の階級は残標本としており、当該階級の「季報に対する割合」は目安の数値。 

※２ 「季報に対する割合」、「標本法人数」は、目安の数値。 

※３ 季報では、資本金「１億円以上」の法人は全数調査。 

 

別添１ 
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表３ 業種分類 

製造業 非製造業 

標本抽出（19業種） 結果表章（18業種） 標本抽出（27業種） 結果表章（19業種） 

食料品製造業 農業、林業 
農林水産業 

繊維工業 漁業 

木材・木製品製造業 鉱業、採石業、砂利採取業  

パルプ・紙加工品製造業 建設業  

化学工業 電気業 
電気・ガス・水道業 

石油製品・石炭製品製造業 ガス・熱供給・水道業 

窯業・土石製品製造業 情報通信業  

鉄鋼業 陸運業 

運輸業、郵便業 非鉄金属製造業 水運業 

金属製品製造業 その他の運輸業 

はん用機械器具製造業 卸売業  

生産用機械器具製造業 小売業  

業務用機械器具製造業 不動産業  

電気機械器具製造業 リース業  

情報通信機械器具製造業 その他の物品賃貸業  

自動車・同附属品製造業 宿泊業 宿泊業、 

飲食サービス業 

サ
ー
ビ
ス
業 

その他の輸送用機械器具製造業 飲食サービス業 

印刷・同関連業 
その他製造業 

生活関連サービス業 

その他の製造業 娯楽業 

  広告業 

学術研究、 

専門・技術サービス 

  純粋持株会社 

  その他の学術研究、 

専門・技術サービス業 

  医療、福祉業 
医療、教育 

  教育、学習支援業 

  職業紹介・労働者派遣業 

  その他のサービス業 

  金融業、保険業  

 
  ※ 業種分類は、日本標準産業分類（原則、製造業は中分類、非製造業は大分類）に準拠している。 
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集計事項 

 

１ ＢＳＩ編 

表番号 表題 

1-1 貴社の景況判断ＢＳＩ：総括表 

1-2 貴社の景況判断ＢＳＩ：業種別 

1-3 貴社の景況判断ＢＳＩ：貴社の景況判断の決定要因 

2-1 国内の景況判断ＢＳＩ：総括表 

2-2 国内の景況判断ＢＳＩ：業種別 

3-1 設備判断ＢＳＩ：総括表 

3-2 設備判断ＢＳＩ：業種別 

4-1 従業員数判断ＢＳＩ：総括表 

4-2 従業員数判断ＢＳＩ：業種別 

【4-6月期】 

5-1 今年度における設備投資のスタンス（総括表） 

5-2 今年度における設備投資のスタンス（重要度１位） 

5-3 今年度における設備投資のスタンス（重要度２位） 

5-4 今年度における設備投資のスタンス（重要度３位） 

6-1 今年度における資金調達方法（総括表） 

6-2 今年度における資金調達方法（重要度１位） 

6-3 今年度における資金調達方法（重要度２位） 

6-4 今年度における資金調達方法（重要度３位） 

【7-9月期】 

5-1 今年度における設備投資の対象（総括表） 

5-2 今年度における設備投資の対象（重要度１位） 

5-3 今年度における設備投資の対象（重要度２位） 

5-4 今年度における設備投資の対象（重要度３位） 

6-1 【トピック項目】（総括表） 

6-2 【トピック項目】（重要度１位） 

6-3 【トピック項目】（重要度２位） 

6-4 【トピック項目】（重要度３位） 

【10-12月期】 

5-1 今年度における設備投資のスタンス（総括表） 

5-2 今年度における設備投資のスタンス（重要度１位） 

5-3 今年度における設備投資のスタンス（重要度２位） 

5-4 今年度における設備投資のスタンス（重要度３位） 

6-1 今年度における経常利益の要因（総括表） 

6-2 今年度における経常利益の要因（重要度１位） 

6-3 今年度における経常利益の要因（重要度２位） 

6-4 今年度における経常利益の要因（重要度３位） 

【1-3月期】 

5-1 今年度における設備投資計画(方針)と実績見込みとのかい離の理由（総括表） 

5-2 今年度における設備投資計画(方針)と実績見込みとのかい離の理由（重要度１位） 

5-3 今年度における設備投資計画(方針)と実績見込みとのかい離の理由（重要度２位） 

5-4 今年度における設備投資計画(方針)と実績見込みとのかい離の理由（重要度３位） 

6-1 今年度における利益配分のスタンス（総括表） 

6-2 今年度における利益配分のスタンス（重要度１位） 

6-3 今年度における利益配分のスタンス（重要度２位） 

6-4 今年度における利益配分のスタンス（重要度３位） 

 

別添２ 
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２ 計数編 

【4-6 月期、7-9月期、10-12月期】 

表番号 表題 

1-1 売上高：総括表・今年度 

1-2 売上高：業種別・今年度 

2-1-1 経常利益：総括表・今年度 

2-1-2 経常利益：総括表（金融業、保険業を除く）・今年度 

2-1-3 経常利益（受取配当金を除く）：総括表・今年度 

2-1-4 経常利益（受取配当金を除く）：総括表（金融業、保険業を除く）・今年度 

2-2 経常利益：業種別・今年度 

3-1 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：総括表・今年度 

3-2 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：業種別・今年度 

3-3 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：総括表・今年度四半期 

4-1 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）：総括表・今年度 

4-2 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）：業種別・今年度 

5-1 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）：総括表・今年度 

5-2 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）：業種別・今年度 

6-1 設備投資（ソフトウェアのみ）：総括表・今年度 

6-2 設備投資（ソフトウェアのみ）：業種別・今年度 

 

【1-3 月期】 

表番号 表題 

1-1-1 売上高：総括表・今年度 

1-1-2 売上高：総括表・翌年度 

1-2-1 売上高：業種別・今年度 

1-2-2 売上高：業種別・翌年度 

2-1-1-1 経常利益：総括表・今年度 

2-1-1-2 経常利益：総括表・翌年度 

2-1-2-1 経常利益：総括表（金融業、保険業を除く）・今年度 

2-1-2-2 経常利益：総括表（金融業、保険業を除く）・翌年度 

2-1-3-1 経常利益（受取配当金を除く）：総括表・今年度 

2-1-3-2 経常利益（受取配当金を除く）：総括表・翌年度 

2-1-4-1 経常利益（受取配当金を除く）：総括表（金融業、保険業を除く）・今年度 

2-1-4-2 経常利益（受取配当金を除く）：総括表（金融業、保険業を除く）・翌年度 

2-2-1 経常利益：業種別・今年度 

2-2-2 経常利益：業種別・翌年度 

3-1-1 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：総括表・今年度 

3-1-2 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：総括表・翌年度 

3-2-1 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：業種別・今年度 

3-2-2 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：業種別・翌年度 

3-3 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）：総括表・今年度四半期 

4-1-1 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）：総括表・今年度 

4-1-2 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）：総括表・翌年度 

4-2-1 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）：業種別・今年度 

4-2-2 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）：業種別・翌年度 

5-1-1 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）：総括表・今年度 

5-1-2 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）：総括表・翌年度 

5-2-1 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）：業種別・今年度 

5-2-2 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）：業種別・翌年度 

6-1-1 設備投資（ソフトウェアのみ）：総括表・今年度 

6-1-2 設備投資（ソフトウェアのみ）：総括表・翌年度 

6-2-1 設備投資（ソフトウェアのみ）：業種別・今年度 

6-2-2 設備投資（ソフトウェアのみ）：業種別・翌年度 
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法人企業景気予測調査 推計方法 
 

 

全国分は、判断調査項目、計数調査項目とも母集団推計を行っている。 母集団推計とは、標本の結果

から母集団全体の結果を推定することであり、次の式で表わされる。 

 

推計値 ＝（集計値）÷（集計法人数）×（母集団法人数） 

 

１．判断調査項目 

各項目の選択肢ごとに、資本金階層別、業種別に集計し、母集団推計値を算出している。 

 

① BSI 項目 

BSI は、前期と比較した変化方向別の回答社数構成比から、先行きの経済動向を予測する方法で、

以下の例のように算出する。 

 

 (例）「景況」の場合 

前期と比べて 

「上昇」と回答した企業の構成比 ・・・・・・ 40.0％ 

「不変」と回答した企業の構成比 ・・・・・・ 25.0％ 

「下降」と回答した企業の構成比 ・・・・・・ 30.0％ 

「不明」と回答した企業の構成比 ・・・・・・ 5.0％ 

 

BSI＝（「上昇」と回答した企業の構成比 40.0％） 

－（「下降」と回答した企業の構成比 30.0％）＝ 10％ 

 

② アンケート項目 

各項目の選択肢ごとに、回答社数構成比を算出している。 

 

２．計数調査項目 

項目ごとに前年度及び当年度並びに翌年度（1～3月期調査のみ）の計数を調査し、それぞれについ

て、資本金階層別、業種別に集計し、母集団推計値を算出している。 集計・推計にあたり、採用する

計数の考え方は次のとおり。なお、推計にあたっては、欠測値の補完処理は行っていない（母集団推

計の際の集計法人数が減ることで、推計値が調整される。）。  

 

① 今年度実績見込み、今期実績見込み 

前年度実績・今年度実績見込み（前年度同期実績・今期実績見込み）の両方に回答があった法人

の計数を採用するとともに、当該回答法人数を基に母集団推計を行っている。 

② 来年度見通し又は計画（1～3月期調査） 

前年度実績から来年度見通し又は計画まで全てに回答があった法人の計数を採用するとともに、

当該回答法人数を基に母集団推計を行っている。 

※ 採用した回答法人数については、報道発表資料に記載している。 

 

参考１ 
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③ 売上高、経常利益 

調査票上の売上高、経常利益の項目ごとに回答があった法人の計数を採用している。 

④ 経常利益（受取配当金を除く） 

調査票上の経常利益及びうち受取配当金の両項目に回答があった法人の計数を採用して「受取配

当金」を推計し、上記の「経常利益」から差し引くことで算出している。 

⑤ 設備投資（ソフトウェアを除く、土地を含む）、設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く） 

調査票上の新規設備投資及びうち土地購入額の両項目に回答があった法人の計数を採用してい

る。 

⑥ 設備投資（ソフトウェアのみ） 

調査票上のソフトウェア投資額の項目に回答があった法人の計数を採用している。 

⑦ 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）の年度 

「設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除く）」と「設備投資（ソフトウェアのみ）」を足し算

することで算出している。採用計数の考え方は、上記「設備投資（ソフトウェアを除く、土地を除

く）」、「設備投資（ソフトウェアのみ）」と同様である。 

⑧ 設備投資（ソフトウェアを含む、土地を除く）の四半期 

調査票上の設備投資額（四半期）の項目に回答があった法人の計数を採用している。 
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法人企業景気予測調査 目標精度・回収率 
 

 

目標は設定していませんが、結果精度について、調査結果の品質が劣化していないか定期的に確認し

ています。 

 

 

参考２ 


